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(54)【発明の名称】 熱凝固処置装置

(57)【要約】
【課題】  熱凝固装置を用いて生体組織を熱凝固させる
際に、発熱ヒータに生体組織が付着せず、ヒータの発熱
を生体組織に確実に伝達して熱凝固を速やかに可能とす
る熱凝固装置が求められている。
【解決手段】  生体組織を熱凝固させる発熱手段と、超
音波振動を発する超音波振動子を有し、凝固熱と超音波
振動を付与可能なハンドピース１３と、ハンドピース１
３の発熱手段を駆動する熱凝固本体１１と、ハンドピー
ス１３の超音波振動子を駆動する超音波本体１２と、熱
凝固本体１１の出力を制御するためのスイッチ１５から
のスイッチ信号に基づき、超音波本体１２を共に駆動制
御する連動本体１４からなり、熱凝固処置時に、ハンド
ピース１３を微細超音波振動をさせながら生体組織を凝
固熱を生じさせる手術装置。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】生体組織を処置するための熱を発する発熱
手段と、前記生体組織を処置するための超音波振動を発
する超音波振動子とを有し、前記生体組織に前記熱また
は前記超音波振動を付与可能なハンドピースと、
前記ハンドピースの前記発熱手段を駆動する熱駆動手段
と、
前記ハンドピースの前記超音波振動子を駆動する超音波
駆動手段と、
前記熱駆動手段の出力を制御するためのスイッチ手段
と、
前記スイッチ手段からのスイッチ信号に基づき、前記超
音波駆動手段を制御する制御手段と、
を具備したことを特徴とする手術装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は、生体組織を加熱し
て凝固処理する熱凝固装置と、超音波振動による生体組
織の破壊効果及び機械的振動による熱摩擦を利用する超
音波手術装置を備えた手術装置の改良に関する。
【０００２】
【従来の技術】一般に、医療用の手術装置として、例え
ば血管等の生体組織を加熱して凝固させる熱凝固装置
や、超音波振動を用いて生体組織の凝固や切開等を行う
超音波手術装置等が用いられている。
【０００３】前記超音波手術装置の基本的な構成は、特
開２０００－２８７９８９号公報に開示されており、超
音波駆動装置である装置本体と、鋏状の処置部を有する
ハンドピースからなっている。
【０００４】前記装置本体には、超音波振動子を駆動制
御する所定の電流電圧を生成供給する機能が設けられて
いる。
【０００５】前記ハンドピースには、シースの先端に設
けられた鋏状の処置部と、シースの基端に設けられた操
作部からなり、操作部には、前記装置本体からの駆動制
御の基で超音波振動を生成する超音波振動子が配置さ
れ、この超音波振動子の超音波振動は前記シース内部の
プローブを介して前記処置部に伝達し、この処置部を超
音波振動させるようになっている。
【０００６】この鋏状の処置部の超音波振動により、生
体組織を凝固及び切開する作用が得られる。
【０００７】前記熱凝固装置の基本的構成は、特開２０
０１－１９０５６１号公報に開示されており、鋏状の処
置部にセラミックヒータを設け、このセラミックヒータ
へ通電して電気抵抗により発熱させ、この発熱したセラ
ミックヒータを生体組織に接触させて、蛋白質変性を生
じさせて組織を凝固させるようになっている。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】上述した特開２０００
－２８７９８９号公報に開示されている超音波手術装置
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は、生体組織を切開する場合は効率がよいが、凝固させ
る場合は望ましい効率が得難い。
【０００９】生体組織の凝固処理は、前記特開２００１
－１９０５６１号公報に開示されている熱凝固装置が生
体組織の効率には、優れている。
【００１０】この特開２００１－１９０５６１号公報の
熱凝固装置は、発熱部材として、セラミックヒータを用
いたことにより、生体組織に対して、電流漏れを防止す
るための絶縁処理を不要とすると共に、発熱させるため
の電力供給のみの構成であるために、安価で、処置部の
形状が自由に設定でき利点を有している。
【００１１】さらに、セラミックヒーターの電気的特性
上、抵抗値と温度には、相関関係があるため、ヒーター
の抵抗値をモニターすることで、ある程度の処置部及び
生体組織の温度が測定制御できる利点も有している。
【００１２】このセラミックヒータを用いた処置部のヒ
ータは、生体組織に接触させて、発生した熱を組織に直
接伝達されるように使用される。この生体組織の熱凝固
時の処置部のヒータの温度は、１００°～２００°に達
するために、生体組織がセラミックヒータに付着する恐
れがあるために、発熱温度の管理に細心の注意を図る必
要がある。
【００１３】また、もし仮に、前記処置具のヒータが生
体組織に付着した際に、処置部を組織から引き離す際
に、組織が出血したり、あるいは、ヒータに組織が付着
することで熱効率が悪化するために、手術中にヒータに
付着した組織を取り除く煩雑作業が生じる課題があっ
た。
【００１４】本発明は、上記従来の課題に鑑みなされた
もので、熱凝固装置を用いて生体組織を熱凝固させる際
に、発熱ヒータが生体組織と付着せず、かつ、ヒータの
発熱を生体組織に確実に伝達して熱凝固を速やかに可能
とする熱凝固装置を提供することを目的としている。
【００１５】
【課題を解決するための手段】本発明の熱凝固装置は、
生体組織を処置するための熱を発する発熱手段と、前記
生体組織を処置するための超音波振動を発する超音波振
動子とを有し、前記生体組織に前記熱または前記超音波
振動を付与可能なハンドピースと、前記ハンドピースの
前記発熱手段を駆動する熱駆動手段と、前記ハンドピー
スの前記超音波振動子を駆動する超音波駆動手段と、前
記熱駆動手段の出力を制御するためのスイッチ手段と、
前記スイッチ手段からのスイッチ信号に基づき、前記超
音波駆動手段を制御する制御手段と、を具備したことを
特徴としている。
【００１６】本発明の熱凝固装置により、ハンドピース
の発熱手段を生体組織に接触させて熱凝固させる際に、
前記発熱手段を微細な超音波振動をさせることで、常時
発熱手段と生体組織の固定された接触が防止でき、発熱
手段が生体組織に付着することと発熱手段の熱効率の悪
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化が是正でき、手術の効率が向上するようになった。
【００１７】
【発明の実施の形態】以下、本発明に係る熱凝固装置の
第１の実施形態を図１乃至図６を用いて説明する。な
お、図１は本発明に係る手術装置の全体構成を示すブロ
ック図で、図２は本発明の手術装置を構成する熱凝固本
体を示すブロック図で、図３は本発明の手術装置を構成
する超音波本体を示すブロック図で、図４は本発明の手
術装置を構成する連動本体を示すブロック図で、図５は
本発明の手術装置の熱凝固処理動作を説明するタイムチ
ャートで、図６は本発明の手術装置の超音波処理動作を
説明するタイムチャートである。
【００１８】本発明の手術装置は、図１に示すように、
熱凝固本体１１、超音波本体１２、ハンドピースである
超音波振動付き熱凝固シザース１３、連動本体１４、熱
凝固フットスイッチ１５、及び超音波フットスイッチ１
６から構成されている。
【００１９】熱凝固フットスイッチ１５及び超音波フッ
トスイッチ１６は、連動本体１４に接続されおり、この
連動本体１４は前記熱凝固フットスイッチ１５及び超音
波フットスイッチ１６のオン／オフ操作を基に、前記熱
凝固本体１１と超音波本体１２にそれぞれ出力制御線を
介して、前記オン／オフ操作情報が供給されるようにな
っている。さらに、前記熱凝固本体１１と超音波本体１
２の出力は、それぞれ超音波振動付き熱凝固シザース１
３に供給されるようになっている。
【００２０】前記超音波振動付き熱凝固シザース１３
は、超音波振動子１３ａを基端部に内蔵したシース１３
ｂと、このシース１３ｂの先端部から露出された鋏状の
処置部１３ｃからなり、前記超音波本体１２からの駆動
制御により前記超音波振動子１３ａの超音波振動は、前
記シース１３ｂ内に挿通されている超音波伝送用部材を
介して、前記処置部１３ｃに伝達されると共に、後述す
る熱凝固本体１１からの発熱電力を伝送する電力線を介
して、前記処置部１３ｃに設けられたセラミックヒータ
に供給される。これにより、前記処置部１３ｃは、前記
超音波振動子１３ａの超音波振動により、微細な超音波
振動を行うと共に、前記熱凝固本体１１からの発熱電力
によりセラミックヒータが発熱する。または前記超音波
振動付き熱凝固シザース１３は、生体組織を挟持するよ
うになっている。
【００２１】前記熱凝固フットスイッチ１５は、後述す
る連動本体１４を介して、熱凝固本体１１に対して、発
熱電力の生成供給と超音波本体１２に対して、超音波発
振駆動をオン／オフ指示する術者が足で操作するスイッ
チであり、前記超音波フットスイッチ１６は、連動本体
１４を介して、超音波本体１２に対して、超音波振動子
１３ａの駆動電力の生成供給をオン／オフ指示する術者
が足で操作するスイッチである。
【００２２】前記熱凝固本体１１は、図２に示すよう
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に、前記熱凝固フットスイッチ１５が操作されて、連動
本体１４からフットスイッチ出力制御線を介して供給さ
れる熱凝固フットスイッチ１５のオン情報を検知するス
イッチ検知部２１と、このスイッチ検知部２１からの前
記熱凝固フットスイッチ１５のオン情報の検知出力によ
り後述する熱凝固出力部２３を駆動制御する制御信号を
生成する制御部２２と、この制御部２２からの駆動制御
信号の基で、前記超音波振動付き熱凝固シザース１３に
発熱電力を生成供給する熱凝固出力部２３と、この熱凝
固出力部２３から出力される発熱電力を基に、前記超音
波振動付き熱凝固シザース１３の処置部１３ｃの発熱温
度を検知して、前記制御部２２から前記熱凝固出力部２
３に出力される発熱電力の電力量等制御する制御信号生
成する温度検知部２４とからなっている。
【００２３】なお、前記温度検知部２４は、前記熱凝固
出力部２３から前記超音波振動付き熱凝固シザース１３
の処置部１３ｃに供給する発熱電力の電流、電圧、及び
処置部１３ｃのセラミックヒータの抵抗値から発熱温度
を推定演算し、その演算情報を前記制御部２に供給す
る。この演算情報を基に、制御部２２は、前記熱凝固出
力部２３を駆動制御して前記超音波振動付き熱凝固シザ
ース１３の処置部１３ｃに供給する発熱電力を調整す
る。
【００２４】前記超音波本体１２は、図３に示すよう
に、前記超音波フットスイッチ１６がオン操作されて、
連動本体１４からフットスイッチ出力制御線を介して供
給される超音波フットスイッチ１６のオン情報を検知す
るスイッチ検知部３１と、このスイッチ検知部３１から
の前記超音波フットスイッチ１６のオン情報により後述
する超音波出力部３３を駆動制御する制御信号を生成す
る制御部３２と、この制御部３２からの駆動制御信号の
基で、前記超音波振動付き熱凝固シザース１３の超音波
振動子１３ａを駆動する駆動電力を生成供給する超音波
出力部３３と、この超音波出力部３３から出力される超
音波駆動電力を基に、前記超音波振動付き熱凝固シザー
ス１３の超音波振動子１３ａの超音波駆動電力の検知し
て、前記制御部３２から前記超音波出力部３３に出力さ
れる駆動制御信号を生成する位相検知部３４とからなっ
ている。
【００２５】なお、前記位相検知部２４は、前記超音波
出力部３３から前記超音波振動付き熱凝固シザース１３
の超音波振動子１３ａに供給する超音波駆動電力の共振
周波数を監視するもので、超音波駆動電力の電流と電圧
の位相差を検出し、その位相差情報を前記制御部２に供
給する。この位相差情報を基に、制御部２２は、ＰＬＬ
制御等を用いて、前記超音波出力部３３を駆動制御して
前記超音波振動付き熱凝固シザース１３の超音波振動子
１３ａｃに供給する超音波駆動電力を調整する。
【００２６】前記連動本体１４は、図４に示すように、
前記熱凝固フットスイッチ１５のオン／オフを検知する
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熱凝固フットスイッチ検知部４１と、前記超音波フット
スイッチ１６のオン／オフを検知する超音波フットスイ
ッチ検知部４２と、この両スイッチ検知部４１，４２か
らの前記熱凝固及び超音波フットスイッチ１５、１５の
オン／オフ検知出力により後述する熱凝固スイッチ出力
部４４と超音波スイッチ出力部４５を駆動制御する制御
信号を生成する制御部４３と、この制御部４３からの駆
動制御信号の基で、前記熱凝固本体１１を駆動指示する
オン／オフ情報を生成出力する熱凝固スイッチ出力部４
４と、前記制御部４３からの駆動制御信号の基で、前記
超音波本体１２を駆動指示するオン／オフ情報を生成出
力する超音波スイッチ出力部４５とからなっている。
【００２７】なお、前記聴音波振動付き熱凝固シザース
１３に代えて、フック、またはポール等の形状の超音波
振動付き熱凝固具を用いても良いことは明らかである。
【００２８】このような構成の手術装置に動作につい
て、図５と図６を用いて説明する。最初に図５に示すよ
うに、熱凝固フットスイッチ１５がオンされると、連動
本体１４の熱凝固フットスイッチ検知部４１で、前記熱
凝固フットスイッチ１５のオンを検知し、制御部４３に
出力される。前記制御部４３は、前記熱凝固フットスイ
ッチ検知部４１からの前記熱凝固フットスイッチ１５の
オン情報の基で、熱凝固スイッチ出力部４４と超音波ス
イッチ出力部４５をそれぞれ駆動させるために前記熱凝
固本体１１と超音波本体１２に対して、駆動オン情報を
生成供給して、前記熱凝固本体１１と超音波本体１２を
駆動オンさせる。
【００２９】前記熱凝固フットスイッチ１５がオフされ
ると、連動本体１４でその熱凝固フットスイッチ１５の
オフ動作を検知して、前記熱凝固本体１１と超音波本体
１２の駆動をオフさせる情報をフットスイッチ出力制御
線を介して供給し、前記熱凝固本体１１と超音波本体１
２を駆動オフさせる。
【００３０】次に、図６に示すように、超音波フットス
イッチ１６がオンされると、連動本体１４の超音波フッ
トスイッチ検知部４２で、前記超音波フットスイッチ１
６のオンを検知し、制御部４３に出力される。前記制御
部４３は、前記超音波フットスイッチ１６のオン情報の
基で、超音波スイッチ出力部４５を駆動させるために超
音波本体１２に対して駆動オン信号を供給して、超音波
本体１２のみを駆動オンさせる。この時、連動本体１４
から前記熱凝固本体１１に対しては、駆動オン信号を供
給されずに、熱凝固本体１１はオフ状態を維持してい
る。
【００３１】前記超音波フットスイッチ１６がオフされ
ると、連動本体１４でその超音波フットスイッチ１６の
オフ動作を検知して、前記超音波本体１２の駆動をオフ
させる情報をフットスイッチ出力制御線を介して供給
し、前記超音波本体１２を駆動オフさせる。
【００３２】つまり、熱凝固フットスイッチ１５をオン
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すると、熱凝固本体１１が駆動して、前記超音波振動付
き熱凝固シザース１３の処理部１３ｃに発熱電力が供給
されると共に、同時に超音波本体１２も駆動して、前記
超音波振動付き熱凝固シザース１３の超音波振動子１３
ａを駆動させて、前記処置部１３ｃを超音波振動させ
る。
【００３３】これにより、生体組織を熱凝固させる際
は、処置部１３ｃが超音波振動しながら発熱するため
に、発熱した処置部１３ｃに生体組織が付着することは
なくなる。
【００３４】なお、このときの超音波出力は、通常、超
音波凝固切開に用いる出力よりも、小さい微細な振動と
なるように、前記超音波本体１２の制御部３２で、超音
波出力部３３を駆動制御することで、処置部１３ｃへの
生体組織付着を防止する。
【００３５】また、前記超音波フットスイッチ１６をオ
ンすると、超音波本体１２のみが駆動して、前記超音波
振動付き熱凝固シザース１３の超音波振動子１３ａを駆
動させて、前記処置部１３ｃを超音波振動させる。
【００３６】この時の超音波出力は、前記超音波振動付
き熱凝固シザース１３の処理部１３ｃで超音波凝固切開
を行うための超音波振動が得られるように、前記超音波
本体１２の制御部３２で、超音波出力部３３の超音波駆
動電力の制御を行う。
【００３７】以上説明したように、連動本体１４を用い
ることで、熱凝固を行うときには、微細な超音波振動を
連動させ、超音波凝固切開を行うときには、超音波振動
単独で処置が可能となる。
【００３８】これにより、熱凝固と超音波凝固切開の手
術を単一の超音波振動付き熱凝固シザースで実行でき、
かつ、生体組織の付着の少ない熱凝固が可能となった。
【００３９】次に、本発明の手術装置の第２の実施形態
を図７と図８を用いて説明する。図７は本発明の第２の
実施形態の手術装置の全体構成を示すブロック図で、図
８は本発明の第２の実施形態の手術装置に用いる熱凝固
本体と超音波本体の構成を示すブロック図である。
【００４０】この第２の実施形態の熱凝固装置は、前述
の熱凝固フットスイッチ１５によって、駆動する熱凝固
本体７１と、前述の超音波フットスイッチ１６によっ
て、駆動する超音波本体７２と、前記熱凝固本体７１と
超音波本体７２の出力が接続された超音波振動付き熱凝
固シザース７３からなっている。
【００４１】前記熱凝固本体７１から前記超音波本体７
２には、出力制御線７４を介して、熱凝固本体７１の駆
動情報が伝達されるようになっている。
【００４２】また、前記超音波振動付き熱凝固シザース
７３は、前述の超音波振動付き熱凝固シザース１３と同
様に、超音波振動子７３ａ、シース７３ｂ、及び処理部
７３ｃを有している。
【００４３】次に、前記熱凝固本体７１と超音波本体７
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7
２の内部構成について、図８を用いて説明する。なお、
図２及び図３と同一部分は、同一符号を付して詳細説明
は省略する。
【００４４】前述の第１の実施形態の熱凝固本体１１
（図２参照）とこの第２の実施形態の熱凝固本体７１の
相違は、熱凝固本体７１の駆動オン情報を前記超音波本
体７２に対して伝達するために、熱凝固本体７１の制御
部２２で凝固本体７１の駆動オン情報を生成し、その動
作オン情報を前記超音波本体７２に伝送する通信送信部
８１と出力制御線７４を設けた点である。
【００４５】また、前述の第１実施形態の超音波本体１
２（図３参照）とこの第２の実施形態の超音波本体７２
の相違は、前記熱凝固本体７１の通信送信部８１から出
力制御線７４で伝送される凝固本体７１の駆動オン情報
を受信する通信受信部８２を設け、この通信受信部８２
で受信した前記凝固本体７１の駆動オン情報を制御部３
２に出力する点である。
【００４６】つまり、前記熱凝固本体７１のスイッチ検
知部２１が前述の熱凝固フットスイッチ１５のオン操作
を検知し、その熱凝固フットスイッチ１５のオン情報が
制御部２２に伝達され、制御部２２が熱凝固出力部２３
を駆動させて、前記超音波振動付き熱凝固シザース７３
の処置部３ｃのセラミックヒータを発熱動作させると共
に、前記制御部２２は、前記スイッチ検知部２１から熱
凝固フットスイッチ１５のオン情報を通信送信部８１に
伝達し、この通信送信部８１で、熱凝固フットスイッチ
１５のオン信号を生成して、前記出力制御線７４に出力
する。
【００４７】一方、前記超音波本体７２の通信受信部８
２は、前記出力制御線７４を介して、前記熱凝固本体７
１の通信送信部８１から出力された前記熱凝固フットス
イッチ１５のオン信号を受信し、その熱凝固フットスイ
ッチ１５のオン情報を前記超音波本体７２の制御部３２
に出力する。この超音波本体７２の制御部３２は、前記
通信受信部８２からの前記凝固フットスイッチ１５のオ
ン情報の基で、超音波出力部３３を駆動制御して、前記
超音波振動付き熱凝固シザース７３の超音波振動子７３
ａを駆動させる超音波駆動電力を供給する。
【００４８】また、超音波フットスイッチ１６がオン操
作されると、超音波本体７２のスイッチ検知部３１で検
知されて、制御部３２に超音波フットスイッチ１６のオ
ン情報が伝達される。これにより、制御部３２は、超音
波出力部３３を駆動させて超音波振動付き熱凝固シザー
ス７３を超音波駆動させる。
【００４９】これにより、前記熱凝固フットスイッチ１
５がオン操作されると、前記熱凝固本体７１と超音波本
体７２が共に駆動制御され、前記超音波振動付き熱凝固
シザース７３が超音波振動しながら発熱することができ
る。また、前記熱凝固本体７１に通信送信部８１を設
け、前記超音波本体７２に通信受信部８２を設けたこと

8
により、前述の第１の実施形態にの連動本体１４が不要
となり、超音波振動と熱凝固させる熱凝固装置システム
のコストの低減と小型化が可能となり、生体組織の付着
しにくい熱凝固装置の提供が可能となった。
【００５０】次に、本発明の第３の実施形態を図９を用
いて説明する。図９は、本発明の係る手術装置に用いる
処置具である超音波振動付き熱凝固シザースの先端部分
を説明する説明図である。
【００５１】この第３の実施形態は、前述した本発明の
第１と第２の実施形態のいずれにも用いることが可能な
超音波振動付き熱凝固シザース１３，７３の先端部分に
設けられる超音波凝固切開用処置具である。
【００５２】この超音波凝固切開用処置具は、図示して
いない前述した超音波振動子１３ａ，７３ａがシース９
１の基端部に設けられている。このシース９１の内部に
は、後述するジョー９２とプローブ９３に接続されると
共に、前記超音波振動子１３ａ，７３ａの超音波振動を
伝達する伝達部材と、前記プローブ９３に設けられたセ
ラミックヒータに発熱電力を供給する電力供給線が内挿
されている。  前記シース９１の先端開口から鋏状に外
部に突出延在させたジョー９２とプロープ９３が設けら
れている。
【００５３】このジョー９２とプローブ９３は、前記超
音波振動子１３ａ，７３ａにより超音波振動が前記超音
波振動伝達部材によって伝達されて、超音波振動するよ
うになっている。
【００５４】さらに、前記シース９１の先端開口から突
出延在されている前記プローブ９３には、図示していな
いが前述のセラミックヒータが設けられており、前記電
力供給線が接続されている。
【００５５】さらにまた、前記シース９１の先端開口か
ら突出延在されているジョー９２は、ピン９４によりジ
ョー９２の先端部分が回動可能となっている。つまり、
前記シース９１の基端部に設けられている図示していな
い操作ハンドルを操作することにより、ジョー９２の先
端部分をピン９４を中心に回動させて、このジョー９２
の先端部分と前記プローブ３の間に生体組織を挟むこと
が可能となっている。さらに、前記ジョー９２の先端部
分は、ピン４を取り外すことで、ジョー９２の先端部分
の交換が可能となっている。
【００５６】すなわち、前記シース９１の先端開口から
前記ジョー９２とプローブ９３を突出延在させ、この突
出延在させたジョー９２の先端部分をピン９４により回
動可能とし、前記ジョー９２とプローブ９３の間に生体
組織を挟み込み、かつ、前記ジョー９２とプローブ９３
をシース９１の基端に設けられた超音波振動子により、
超音波振動させるとと共に、前記電力供給線から供給さ
れた発熱電力により、前記プローブ９３に設けられたセ
ラミックヒータに供給させて、発熱させる処置具であ
る。
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【００５７】これにより、生体組織は、超音波により凝
固切開を行うと共に、その切開した部位をセラミックヒ
ータの熱により熱凝固させる際に、前記ジョー９２とプ
ローブ９３が超音波振動していることにより、生体組織
の付着が生じにくくなる。
【００５８】なお、前述した超音波振動付き熱凝固シザ
ース１３，７３の処置具の前記ジョー９２とプローブ９
３は、通常、前記プローブ９３は超音波振動により応力
に耐える素材のチタン、ジョー９２は生体組織を柔軟に
把持するためテフロン（登録商標）が使用されている。
【００５９】このため、本発明の熱凝固装置の処置具
は、前記ピン９４を取り外すことによりジョー９２が交
換できることから、この処置具を超音波凝固切開用とし
て使用する場合には、テフロン（登録商標）素材のジョ
ー９２を装着する。一方、熱凝固用の処置具として使用
する場合には、チタン素材のジョー９２を使用する。
【００６０】すなわち、本発明に係る処置具を超音波凝
固切開用として使用する場合には、ジョー９２をテフロ
ン（登録商標）素材とし、ジョー９２とプローブ９３の
間に生体組織を挟み、組織を超音波凝固切開し、前記処
置具を熱凝固用として使用する場合には、ジョー９２と
プローブ９３とを共に同一チタン素材とすることで、互
いの摩擦が大きくなり、より発熱しやすいチタン素材の
特性を用いて、ジョー９２とプローブ９３との間に生体
組織を挟んだり、あるいはジョー９２とプローブ９３を
閉じて生体組織を抑えて、超音波振動を発生させながら
ジョー９２とプローブ３の発熱によって熱凝固させる。
【００６１】これにより、熱凝固処置と超音波処置の両
方処置が単一の処置具で可能となった。
【００６２】［付記］以上詳述した本発明の実施形態に
よれば、以下のごとき構成を得ることができる。
【００６３】（付記１）生体組織を処置するための熱を
発する発熱手段と、前記生体組織を処置するための超音
波振動を発する超音波振動子とを有し、前記生体組織に
前記熱または前記超音波振動を付与可能なハンドピース
と、前記ハンドピースの前記発熱手段を駆動する熱駆動
手段と、前記ハンドピースの前記超音波振動子を駆動す
る超音波駆動手段と、前記熱駆動手段の出力を制御する
ためのスイッチ手段と、前記スイッチ手段からのスイッ
チ信号に基づき、前記超音波駆動手段を制御する制御手
段と、を具備したことを特徴とする手術装置。
【００６４】（付記２）生体組織を処置可能な超音波振
動を発生する超音波振動子と、前記超音波振動子で発生
された超音波振動を前記生体組織に伝達可能な超音波振
動伝達部材と、前記超音波伝達部材の先端部に対向して
配置され、前記生体組織を把持するための把持手段を前
記超音波伝達部材の先端部とで形成可能に回動自在な受
け部材と、前記受け部材と前記超音波振動伝達部材とで
形成された前記把持手段が閉塞したときに前記超音波伝
達部材に当接して伝達される超音波振動によって前記生*
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*体組織を処置可能な摩擦熱を発生する前記受け部材に設
けられた摩擦熱発生部と、を具備したことを特徴とする
手術装置。
【００６５】（付記３）前記熱駆動手段は、熱凝固スイ
ッチのオン／オフを検知するスイッチ検知部と、このス
イッチ検知部からの前記熱凝固スイッチのオン検知情報
により、前記ハンドピースの発熱手段に発熱電力を生成
供給する熱凝固出力部を駆動制御する制御部と、前記熱
凝固出力部から前記発熱手段に供給される発熱電力から
前記発熱手段の温度を検知し、前記制御部に供給する温
度検知部と、を具備したことを特徴とする付記１記載の
手術装置。
【００６６】（付記４）前記超音波駆動手段は、超音波
スイッチのオン／オフを検知するスイッチ検知部と、こ
のスイッチ検知部からの前記超音波スイッチのオン検知
情報により、前記ハンドピースの超音波振動子に振動駆
動電力を生成供給する超音波出力部を駆動制御する制御
部と、前記超音波出力部から前記超音波振動子に供給さ
れる振動駆動電力の位相を検知し、前記制御部に供給す
る位相検知部と、を具備したことを特徴とする付記１記
載の手術装置。
【００６７】（付記５）処置部を発熱させる熱凝固処置
手段と、処置部を超音波振動させる超音波処置手段と、
熱凝固出力又は超音波出力を制御するスイッチ手段から
なり、スイッチ手段の信号に基づき、熱凝固出力、超音
波出力を制御する外科手術装置。
【００６８】（付記６）処置部を発熱させる熱凝固装置
と、処置部を超音波振動させる超音波装置と、両装置の
出力のオン／オフを外部から制御する連動装置と、熱凝
固出力スイッチ、超音波出力スイッチの２つのスイッチ
の状態により、熱凝固装置と超音波装置の出力連動を制
御する連動装置。
【００６９】（付記７）超音波手術用の処置部が交換可
能な手段と、処置部は超音波手術用と熱凝固用の２つの
交換可能な処置部からなる凝固処置具。
【００７０】
【発明の効果】本発明の手術装置は、ハンドピースに微
細な超音波振動を与えながら熱凝固処理が可能となり、
生体組織のハンドピースへの付着がしにくくなると共
に、かつ、単一の処置具で熱凝固処置と超音波処置が可
能となり、処置具の交換が不要となり、手術の効率と生
体組織の凝固処理効率が向上する効果を有している。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る手術装置の全体構成を示すブロッ
ク図。
【図２】本発明の手術装置を構成する熱凝固本体を示す
ブロック図。
【図３】本発明の手術装置を構成する超音波本体を示す
ブロック図。
【図４】本発明の手術装置を構成する連動本体を示すブ
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ロック図。
【図５】本発明の手術装置の熱凝固処理動作を説明する
タイムチャート。
【図６】本発明の手術装置の超音波処理動作を説明する
タイムチャート。
【図７】本発明の第２の実施形態の手術装置の全体構成
を示すブロック図。
【図８】本発明の第２の実施形態の手術装置に用いる熱
凝固本体と超音波本体の構成を示すブロック図。
【図９】本発明の係る手術装置に用いる処置具である超
音波振動付き熱凝固シザースの先端部分を説明する説明
図。
【符号の説明】
１１…熱凝固本体
１２…超音波本体
１３…ハンドピース（超音波振動付き熱凝固シザース）*
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*１４…連動本体
１５…熱凝固フットスイッチ
１６…超音波フットスイッチ
２１…スイッチ検知部
２２…制御部
２３…熱凝固出力部
２４…温度検知部
３１…スイッチ検知部
３２…制御部
３３…超音波出力部
３４…位相検知部
４１…熱凝固フットスイッチ検知部
４２…超音波フットスイッチ検知部
４３…制御部
４４…熱凝固スイッチ出力部
４５…超音波スイッチ出力部

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図９】
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